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１－１．中山間地域の概要
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奈良市

奈良市
（市街地地域）

大和郡山市

生駒市

天理市

奈良市
都地域

奈良市
月ヶ瀬地域

奈良市
（東部地域）

中山間地域

約３５万人 約１．２万人

約１，４００億円 約２００億円

約１１９km2 約１５８km2

固定資産

給水人口

面積

市街地地域

中山間地域が官民連携の取組対象

中山間地域
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１－２．中山間地域の事業
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・奈良市水道事業：1事業

・月ヶ瀬簡易水道事業：1事業
・単独公共下水道事業：１事業

(特環)
・農業集落排水事業 ：3事業

旧奈良市全域
月ヶ瀬地域

都地域

・流域関連公共下水道事業 1事業
・単独公共下水道事業 3事業

・都祁水道事業：1事業

・奈良市水道事業：1事業
（東部地域のみ）

・農業集落排水事業：４事業

３つの水道事業、8つの汚水処理施設が対象

中山間地域
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１－３．中山間地域のコンセッション事業範囲
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上下水道の水循環施設の全てが対象（＊月ヶ瀬地区の場合）

取水
施設

浄水
施設

送配水施設

配水管

マンホールポン
プ施設施設

汚水処理
施設

下水管渠

上水

下水

資金調達・
人事管理

（出典：厚生労働省資料に加筆）
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１－４．奈良市の人口推移
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「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」国立社会保障・人口問題研究所

奈良市の人口は、25年後に20％減（2015年比較）

20％減
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１－５．中山間地域の人口推移
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中山間地域2015年を100とした場合の指数

中山間地域の人口は、25年後に４４％減（2015年比較）

奈良市全体より減少率が大
（減少速度が約２倍）

４４％減



Nara City Enterprise Bureau

１－６．中山間地域の特徴
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管路延長
(㎞)

人口千人当たりの
管路延長
(km/千人)

浄水場
（処理場）

市街地 1,557 4 2

東部 231 43
市街地の緑ヶ丘
浄水場から供給

都祁 148 28 2

月ヶ瀬 46 31 4

東部・
月ヶ瀬

154 23 7

市街地 1,227 4 ３＋流域下水道

水
道

下
水
道

中
山
間
地
域

人口当たりの管路延長が市街地の約8倍
浄水場・処理場の施設が地区毎に必要

⇒非効率地域

31
（平均値）

約8倍
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１－７．中山間地域の職員
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2014年以降、
全職員の急速減
（▲15％減、 ▲33名 ）

中山間地域職員
も、急速減
（▲50％減、2013年

比較）
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１－８．中山間地域の収支
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収入 支出

一般会計から基準外繰入

一般会計繰入（基準内）

起債元利償還費

（億円）
差額の4.3億円は、奈良
市水道から内部補助

料金収入
現金支出
（OPex）

（平成26年決算より）

△２．０億円の不足

中山間地域の上下水道収支

現金支出（OPex)ですら、料金収入で賄えない。
内部補助で中山間地域の経営を成り立たせている。

 人口減少によりさら
なる料金収入の減

 繰入金の減

 更新需要に伴ってさ
らなる投資費用の増

（将来の収入）

（将来の支出）

将来はさらなる経営難

 市街地と統一料金。
 給水原価は、供給単

価の約3倍（現状）
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１－９．中山間地域の課題

〔ヒト〕市街地より人口減少が速い
 料金収入の減少率が市街地より速い

 市街地より早期に対策が必要

〔モノ〕老朽化資産の更新需要の増
 財政難により十分な投資ができていなかった

 更新を抑制してきた維持管理から、投資と維持管理の最適化へ

〔カネ〕非効率地域のため独立採算経営は不可
 いかに補助をもらい、いかに支出を抑えるか

 特に、小規模上下水道事業の継続をいかに考えるか

〔技術〕職員減により地域の技術継承が難
 技術人員の確保（官と民の分担）

11
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２－１．水道の基盤強化に向けて

広域化
 奈良県域水道一体化構想

 Win-Win関係の広域化は、市街地
水道が対象（地理的特徴）

官民連携（PPP)
 個別委託

 第三者委託

 DBO（包括委託）

 PFI（Private Finance Initiative）
 BTO方式、BOT方式、BOO方式

 サービス購入型、独立採算型、混合型

 コンセッション

 完全民営化

13

（出典：厚生労働省資料）

・DBO
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２－２．コンセッション導入を選択

導入目的

非効率な地域を民間活力によって効率的な業務改善
をしたい（効率化）

公共調達から民間調達へ（経営自由度）

技術継承が可能となる組織体制（技術継承）

導入検討経緯
 H24年度 先導的官民連携支援事業（国土交通省補助）

 H27～28年度 官民連携に伴う支援業務委託（局直轄）

 H27年度 官民連携等基盤強化支援業務（厚生労働省補助）

 H28年度 先導的官民連携支援事業（国土交通省補助）

 H28年度 公共施設等運営事業の導入検討業務（国土交通省補助）

 H28～２９年度 民間資金等活用事業調査費補助事業（内閣府補助）

14
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２－３．コンセッション（公共施設等運営権）とは
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（出典：内閣府資料に加筆）

建設費（起債償還）

 利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共
主体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式

抵当権設定
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２－４．VFM（Value For Money)
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同一の公共サービスの提供水準の下で
評価する場合

運営費
（維持管理を含む）

運営費
（維持管理を含む）

設計、建設費設計、建設費

支払利息支払利息

リスク管理費リスク管理費

設計、建設、
運営費

（維持管理を含む）

設計、建設、
運営費

（維持管理を含む）

支払利息支払利息

利益・配当金利益・配当金

リスク管理費リスク管理費

ＶＦＭＶＦＭ

公
的
財
政
負
担
の
見
込
額

従来公共工事のＬＣＣ
（公共自ら実施）

ＰＦＩのＬＣＣ
（ＰＦＩ事業として実施）

同一水準のサービスをより安く
同一価格でより上質のサービスを

（出典：内閣府資料）
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２－５．コンセッションのメリット
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（出典：内閣府PFI推進室）
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３．改正水道法

 原則、市町村経営

 PFI法に基づき、運営権を民
間事業者に設定することは可

 但し、地方公共団体が水道事
業の認可を返上した上で、民
間事業者が新たに認可を受け
ることが必要

 このため不測のリスク発生時
に地方公共団体が責任を負え
ない。

 水道事業認可を地方公共団体
に残したまま運営権の設定を
してほしい（要望）

 財産処分の問題

19

 原則、市町村経営

 PFI法に基づき、運営権を民間
事業者に設定することは可

 水道事業認可を地方公共団体
に残したまま、運営権を民間
事業者に設定することが可能

 水道法に基づき厚生労働大臣
の許可を受けて、運営権を設
定する

 地方公共団体はPFI法に基づき
議会承認も得て運営権設定

 運営権の設定範囲と業務内容
はカスタマイズ可能

 運営権者が設定する利用料金
の範囲を事前に条例で決める

 地方公共団体は、運営権者の
監視・監督を行う

現行法 改正水道法
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４－１．改正水道法を適用した奈良市型スキーム
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奈良市企業局
（水道事業者、下水道 事業管理者）

国

奈良市

水道利用者
下水道使用者

水道施設
下水道施設

官民連携会社〔運営権者〕

民間事業者

国庫補助金

一般会計繰出金

利用 料金

出資49％

所有

運営事業
実施契約

改築
更新
費用

国庫補助金
（相当額）

運転・維持管理
改築・更新

出資51％サービス

モニタ
リング

（サービス）

（料金・使用料）

サービス
購入料

浄水場
処理場
管路

地元住民

雇用
（プロバー）
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４－２．官民連携会社
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企
業
局

職
員

職
員

職
員

民
間
事
業
者

社
員

社
員

社
員

職
員

数年単位で派遣

社
員

パートナー事業者
から出向

プロ
パー
社員

人
材

人
材

人
材

人材の雇用

出資比率51％

出資比率49％

官民連携会社

官民連携会社
で直接雇用

1. SPC（ペーパーカン
パニー）ではなく第
三セクターとしての
実態会社

2. プロパー社員を雇用
し、技術を地元に定
着させる（水みらい
広島をイメージ）

3. 職員は3～５年の退
職派遣で出向（職員
にも技術継承）
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４－３．奈良市型コンセッションの特徴

• 上下水道事業（末端給水など上下水道管路含む）

• 小規模地域（給水人口：約1.2万人）

• 事業期間：15年程度

• 官出資51％の官民連携会社の発足（SPCでは
ない）

• 公共性担保、民間主導の経営手法の導入

• サービス購入料（経営補助）の導入

• 付帯事業、任意事業の余地

• 期待VFM：約5％～１５％

23
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４－４．水道施設運営権の設定に関する手続きの流れ
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５－１．コンセッション検討にあたっての課題

コンセッションに対して市民や議会の理解を得
ることが難しい

議会承認が必要、ステークホルダーとの調整

官民連携の検討には国の補助金と人員が必要

小規模地域に検討の余力はあるのか？

スケールメリットの問題

民間事業者の参入意欲を確保

独立採算型でない場合の経営補助のあり方

事業継続の適正価格、事業報酬

モニタリングのあり方

規制機関などのモニタリング制度設計

26
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５－２．今後の議論

広域化

官主導の広域化：10年単位の構想が必要

Win-Win関係が前提条件？

規制と競争の制度設計

事業領域の確定（M＆A）

技術と経済（内製化）

官民連携

民主導の広域化も（広域的官民連携事業体）

小規模上下水道地域のあり方は？

27
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ご清聴、ありがとうございました。

なみかちゃん
（奈良市企業局ﾏｽｺｯﾄｷｬﾗｸﾀｰ）

ＭＡＩＬ：nakagawa-manabu@city.nara.lg.jp


